
長距離小断面ＴＢＭの地質探査と検証結果 

 

戸田建設株式会社 ○正会員 小林 由委   正会員 山崎 友誉 
          正会員 野又 政宏           

１．はじめに 

本報告は、浜ノ瀬幹線水路建設工事（仕上り内径φ2,300mmのかんがい用トンネル、延長L=5,405ｍ、ＴＢ

Ｍ工法）において実施した地山探査について、掘削結果との対比を行い、その有用性を検証したものである。 

２．工事概要                              

工 事 名：西諸(二期)農業水利事業浜ノ瀬幹線水路建設工事 

工  期：平成16年3月15日～平成19年5月31日 

発 注 者：九州農政局 西諸農業水利事業所 

工事内容：トンネル工 

延  長：L=5,369m（ＴＢＭ工法）、L=36m（発破矢板工法） 

断  面：掘削径 φ=2,800mm 

３．地質概要と地質探査の目的 
ＴＢＭ工法で掘削するL=5,369mの地質は、古第三紀四万十層群日向層の砂岩・頁岩が基本であり、路線

の中で4箇所存在する沢部や河川横断部では風化や亀裂の発達により不安定な地山状況が懸念された。また

1箇所の沢では亀裂の開口度の高い溶結凝灰岩が出現し、湧水量も多いと予想された。これらの不良地山区

間においては、地上からの探査としてＴＤＥＭ電磁探査、坑内からの探査として先進ボーリングによるコア

採取とＤＲＩＳＳ(穿孔エネルギー調査)を適用し、事前の地山探査を実施しながら掘削を進めた。 

４．地質探査の実施位置と探査方法 

既往調査としての地表からの調査ボーリング及び追加調査としてのＴＤＥＭ電磁探査実施位置、先進ボー

リングの実施位置と探査内容を以下の図－１に示す。 

               

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

図－１ 追加地質探査位置と内容 

 キーワード ＴＢＭ 小断面トンネル工事 前方探査 ＴＤＥＭ ＤＲＩＳＳ 
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図－3 各種調査結果 

５．探査結果の検証 (河川横断部での施工結果)                                 

 (1)施工結果一覧表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  図－2 施工結果一覧表 

    (2)探査結果とＴＢＭ掘削実績との対比 

  ＴＢＭ掘削前に地表から実施したＴＤＥＭ電磁探査に                       

て、低比抵抗区間(200Ω･ｍ以下)として捉えた区間につ                       

いては破砕帯等の不良地山での崩落や風化変質さらには                      

湧水のいずれか、あるいはすべてが発生した。また、低                       

比抵抗箇所ではＴＢＭ掘削時に測定した坑壁のシュミットロックハン               

マーによる岩石強度が極端に低いかあるいは測定不能な崩落を招き、                 

さらにＴＢＭマシンの仕事量を示す掘削体積比エネルギーも低くなっ                

ている。湧水については、突発出水的な貯留水については捉えていな                  

いが河川の影響を受けて地下水が供給されるような区間については、                   

低比抵抗帯として捉えることができた。先進ボーリングについては、                  

直接コアを採取できたことにより破砕帯の位置を特定でき、さらに当                

該箇所ではＤＲＩＳＳの穿孔エネルギーも低い値である。（図－3参照） 

６．まとめ 

 事前に地表から実施するＴＤＥＭ電磁探査は、掘進工程に影響すること               

が無くかつ広範囲の地山状況を概査できることで効果的である。また坑内からのコア採取やＤＲＩＳＳを併

用した先進ボーリングは、前方地山状況を精査するのに有効であり、さらにＴＢＭの掘削体積比エネルギー

による地山評価は、ＴＢＭマシン自体が機体長分の全断面前方探査装置となり効果的であった。これらのデ

ータを総合的に判断しながら直後に接する坑壁の状態を予測し、かつ支保部材の準備を整えることができた。

今回の地質探査による地山評価手法が、今後のＴＢＭ施工における有効な管理手法のひとつになると考える。 
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